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1 市場規模

平成14年における情報通信産業の市場規模は対前年比2.7％減の116兆円

1 情報通信産業の市場規模

我が国の情報通信産業の市場規模（注1）は、平成14年

に116兆円（対前年比2.7％減）となり、平成7年以降で

初の減少となった。この原因は、平成14年において各

産業の設備投資が抑制され、電子計算機・同付属装置、

有線・無線電気通信機器への投資が減少したこと等に

よる。また、全産業の市場規模総額に占める情報通信

産業の市場規模の割合も、平成14年には12.0％（対前

年比0.2ポイント減）となり、平成7年以降で初の減少

となった（図表①）。

米国の情報通信産業の市場規模も、我が国と同様の

推移を示しており、日米ともに情報通信産業は平成14

年（2002年）において対前年比で減少している（図表

②）。

平成16年版　情報通信白書

（注1）情報通信産業の市場規模（ここでは産業連関表を基に推計した実質国内生産額と同義）は、以下のように推計した
①平成7年については、「平成7年産業連関表」（総務庁（現総務省））の一部を資料2-1-1の定義・範囲に組替え
②平成8年から14年のデータについては、平成7年データを、「国民経済計算年報」（現内閣府）、「工業統計表」（現経済産業省）等の産出額、
出荷額等により名目国内生産額を推計した上で、これに「卸売物価指数」（日本銀行）等で除して実質化
また、情報通信産業を除く産業の市場規模は、「国民経済計算年報」（内閣府）の付表「経済活動別の国内総生産・要素所得」の産出額を引
用。なお、卸売、小売の産出額はいわゆる売上額（市場規模）ではなくマージン額（＝売上額－仕入額）
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図表① 情報通信産業の市場規模と全産業に占める割合の推移

図表①、②　（出典）「ITの経済分析に関する調査」
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図表② 日米における情報通信産業の市場規模の推移（平成7年を100として指数化）
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2 産業別市場規模

情報通信産業の市場規模を他産業と比較すると、平

成9年に建設を上回って以来、情報通信産業は全産業

中、最大規模の産業となっている。また、平成7年か

ら14年にかけて年平均成長率が最も高いのは、情報通

信産業（5.6％増）である（図表③）。

3 情報通信産業における部門別市場規模

情報通信産業の部門別（注2）市場規模において、平成

14年に最も大きい部門は通信業（26兆円）であり、13

年に部門別では最大の市場規模だった情報通信関連製

造業（24兆円）を逆転した。また、平成7年から14年

にかけて年平均成長率が最も高い部門は情報サービス

業（11.3％）、次いで通信業（10.9％）となっている

（図表④）。
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図表③ 産業別市場規模の推移
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図表③、④　（出典）「ITの経済分析に関する調査」 
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図表④ 情報通信産業における部門別市場規模の推移

（注2）情報通信産業の部門は、資料2-1-1の定義・範囲参照
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2 付加価値額

平成14年における情報通信産業の付加価値額は対前年比2.0％減の61兆円

1 情報通信産業の実質GDP（付加価値額）

我が国の情報通信産業の実質GDP（注1）（売上高－中

間投入額）は、平成14年に61兆円（対前年比2.0％減）

となり、平成7年以後初めて減少した。また、我が国

全体の実質GDP（注2）に占める割合も11.5％と、平成7年

以後初めて減少したものの、その比率は引き続き全体

の1割を超えている（図表①）。さらに、平成7年から14

年にかけての我が国全体の実質GDPの年平均成長率が

1.0％増であったのに対し、情報通信産業の実質GDP

の年平均成長率は7.1％増であり、情報通信産業は非

常に高い成長を遂げている。

なお、米国においても、我が国同様に情報通信産業

の実質GDPは平成14年（2002年）において減少した

（図表②）。

平成16年版　情報通信白書

（注1）情報通信産業のGDPの推計は、「情報通信産業連関表」の粗付加価値額から家計外消費支出を差し引いて推計。また、産業別のGDPは、「国民
経済計算」（内閣府）の「経済活動別の国内総生産・要素所得」のデータを引用

（注2）平成14年における我が国全体の実質GDPは約533兆円
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図表① 情報通信産業の実質GDPと全産業に占める割合の推移

図表①、②　（出典）「ITの経済分析に関する調査」
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図表② 日米における情報通信産業の実質GDPの推移（平成7年を100として指数化）
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2 産業別実質GDP

情報通信産業の実質GDPを他産業と比較すると、平

成8年に建設、10年に卸売を上回り、平成10年以降、

情報通信産業は、最大規模の産業となっている。また、

平成7年から14年にかけての年平均成長率が最も高い

産業は情報通信産業であり、7.1％の伸びとなってい

る（図表③）。

3 情報通信産業における部門別実質GDP

情報通信産業における部門別実質GDPにおいて、平

成14年に最も大きい部門は通信業（約16兆円）であり、

情報通信関連サービス業（約13兆円）がこれに次いで

いる。また、平成7年から平成14年にかけての年平均

成長率が最も高い部門は情報通信関連製造業（11.8％）

であり、情報サービス業（10.0％）がこれに次いでい

る（図表④）。
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図表④ 情報通信産業における部門別実質GDPの推移



第１節　情報通信産業等の動向

126

第

2
章

情
報
通
信
の
現
況

3 雇用

平成14年における情報通信産業の雇用者数は364万人。全雇用者の6.8％

1 情報通信産業の雇用者数

我が国における平成14年の情報通信産業の雇用者

数（注）は364万人であり、全雇用者に占める割合は6.8％

となった。情報通信産業の雇用者数は、平成7年から

11年にかけて微増傾向にあったものの、平成12年から

3年連続で若干減少している（図表①）。

なお、平成7年以降、我が国の情報通信産業の雇用

者数がほぼ横ばいであるのに対し、米国では雇用者数

が増加し続けていたが、平成14年（2002年）において

は対前年比で減少した（図表②）。

平成16年版　情報通信白書
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7.0% 7.0% 7.0%

7.3%
7.4%

7.2%
7.1%

6.8%

200

300

400

500

14 （年） 1312111098平成7
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情報通信産業 対全雇用者比 

図表① 情報通信産業の雇用者数と全雇用者に占める割合の推移

（注）情報通信産業の雇用者数は、「平成12年国勢調査」（総務省）、「通信産業実態調査」（総務省）、「工業統計表」（経済産業省）、有価証券報告書等
により推計。また、産業別の雇用者数は、「労働力調査年報」（総務省）を基に按分推計

図表①、②　（出典）「ITの経済分析に関する調査」
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図表② 日米における情報通信産業の雇用者数の推移（平成7年を100として指数化）
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2 産業別雇用者数

平成14年の産業別雇用者数において、情報通信産業

は、小売の631万人、建設の496万人に次ぐ雇用者数と

なっている。平成7年から14年にかけての情報通信産

業の雇用者数の年平均伸び率は、0.1％減である（図表

③）。

3 情報通信産業における部門別雇用者数

情報通信産業における部門別雇用者数において平成

14年に最も多い部門は、情報サービス業（約85万人）

である。また、平成7年から14年にかけての年平均成

長率をみると、最も高い部門は情報通信関連建設業

（7.3％）であり、情報サービス業（4.1％）がこれに次

いでいる（図表④）。

平成16年版　情報通信白書
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図表④ 情報通信産業における部門別雇用者数の推移
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4 生産性

平成7～14年にかけての情報通信産業の生産性上昇率は3.0％と全産業中最高

1 産業別の全要素生産性（TFP：Total Factor

Productivity）上昇率

平成7年から14年における情報通信産業の全要素生

産性（注）上昇率は3.0％であった。これは、全産業中で

最も高い伸びを示しており、全産業の0.2％を大きく

上回っている（図表①）。

2 労働生産性の産業別比較

平成14年の情報通信産業の労働生産性（付加価値

額÷雇用者数）は1,677万円である。平成7年から14年

における産業別の労働生産性は、情報通信産業が最も

高い成長を遂げている。情報通信産業の労働生産性は

平成7年以降一貫して伸びており、平成7年から14年に

おける年平均上昇率は、7.2％である（図表②）。

3 情報通信産業における部門別の労働生産性

情報通信産業における部門別の労働生産性におい

て、平成7年から14年における年平均伸び率が最も高

い部門は情報通信関連製造業（19.6％）であり、平成

14年には平成7年の約3.5倍である2,937万円となってい

る（図表③）。

平成16年版　情報通信白書

（注）全要素生産性とは、労働、資本、技術進歩、制度要因等のすべての要素を考慮した生産効率である
また、全要素生産性の成長率の推計にあたっては、「平成7年産業連関表」（総務省）及び、これをRAS法によって延長推計した「平成14年情報
通信産業連関表」を用いて、下式により計算した
（推計式）全要素生産性の成長率＝実質国内生産額の成長率－α×雇用者数の成長率－β×実質資本減耗引当の成長率－γ×実質中間投入額の

成長率（ただし、α+β+γ＝1）

（出典）「ITの経済分析に関する調査」
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図表① 産業別の全要素生産性上昇率（平成7～14年）
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平成14年（対 
前年）成長率 
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図表② 産業別労働生産性の推移（平成7年を100として指数化）
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図表②、③　（出典）「ITの経済分析に関する調査」
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図表③ 情報通信産業における部門別労働生産性の推移（平成7年を100として指数化）
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5 情報化投資の動向及び情報通信のマクロ経済への寄与
（1）情報化投資の動向
平成14年の情報化投資は19.5兆円。民間投資額の23.5％を占める

1 情報化投資の動向

平成14年における民間企業の（実質）情報化投資

額（注1）は、19.5兆円（対前年比15.4％減）となり、平成

4年以降で初めての減少となった。また、民間設備投

資額に占める情報化投資額の比率についても、平成14

年には23.5％（対前年比2.3ポイント減）と平成9年以

降で初めての減少となった（図表①）。

2 情報通信資本ストックの動向

平成14年における民間企業の情報通信資本スト

ック（注2）は49.8兆円（対前年比1.8％減）となり、平成5

年以降で初めての減少となった。平成14年における民

間資本ストックに占める情報通信資本ストックの割合

は、4.2％（対前年比0.1ポイント減）である（図表②）。

平成16年版　情報通信白書
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情報化投資 対民間設備投資比率 

図表① 我が国における情報化投資の推移

（注1）ここでは情報化投資を「情報通信ネットワークに接続可能な電子装置及びコンピュータ用のソフトウェア」と定義。「電子計算機」、「電子計
算機付属装置」、「有線電気通信機器」、「無線電気通信機器」及び「ソフトウェア（コンピュータ用）」の合計。推計方法については資料2-1-6、
詳細については資料2-1-8参照

（注2）ここでは情報通信資本ストックを、情報化投資を通じて生じた資本蓄積額と定義。情報化投資額を基に、時間の経過に伴う価値減少分を考慮
し、恒久棚卸法を用いて推計した。推計方法については資料2-1-9、詳細については資料2-1-10参照

図表①、②　（出典）「ITの経済分析に関する調査」

※　内閣府発表の民間資本ストックの総額が遡及改定されたため、対民間資本ストック比率は平成15年版情報通信白書とは一部異なる 

（十億円） 

14（年） 131211109876543平成2

20,540 22,633 22,118 21,909  22,004 24,931
29,752 33,733 36,556 39,081 45,875 50,762 49,843

2.9% 2.9% 2.7% 2.5% 2.5% 2.6%
3.0% 3.3% 3.4%

3.6% 4.0%
4.3% 4.2%

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

0 

1 

2 

3 

4 

5 

6 
（％） 

情報通信資本ストック 対民間資本ストック比率 

図表② 我が国における情報通信資本ストックの推移※
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3 日米における情報化投資

情報化投資額の民間設備投資額に占める割合は、平

成14年（2002年）には我が国が23.5％であるのに対し、

米国は53.8％（注3）である（図表③）。さらに、平成2年

（1990年）から14年（2002年）にかけて、我が国の情

報化投資が1.95倍に増加しているのに比べ、米国は

7.23倍と日本の3倍以上の増加率を示している（図表

④）。このように、情報化投資が民間設備投資に占め

る割合及び情報化投資の増加率のいずれにおいても米

国は我が国を上回っている。

平成16年版　情報通信白書

（注3）米国における情報化投資の推計方法については、資料2-1-7参照。情報化投資額の推移の詳細については資料2-1-8参照
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図表③ 日米における情報化投資額の民間設備投資額に占める割合の推移

図表③、④　（出典）「ITの経済分析に関する調査」
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図表④ 日米における情報化投資の推移（1990年を100として指数化）
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5 情報化投資等の動向及び情報通信のマクロ経済への寄与
（2）情報通信資本の経済成長への寄与
平成7～14年の経済成長を0.98％押し上げ

1 我が国の経済成長に対する情報通信資本の寄与

我が国の経済成長に対し、情報通信資本ストック、

一般資本ストック（情報通信を除くもの）、労働の3つ

の生産要素がどの程度寄与しているかについて、生産

関数を用いて分析（注1）した。昭和60年から平成2年にお

いては、経済成長率4.79％のうち2.17％が情報通信資

本によるものであり、以降、平成2年から7年において

は経済成長率1.51％のうち0.37％が情報通信資本の寄

与度であり、経済が成長していく上で情報通信資本が

大きな役割を担ってきた。

また、平成7年から14年においても、経済成長率

1.01％に対し、情報通信資本の寄与度は0.98％となっ

ており、労働の寄与度がマイナスになる中、情報通信

資本は経済成長を下支えしている（図表①）。

平成16年版　情報通信白書

（注1）推計は、情報通信資本、一般資本（情報通信を除く資本）、労働を生産要素とした一次同次のコブ・ダグラス型生産関数を仮定して行った。
詳細については、資料2-1-11参照

（出典）「ITの経済分析に関する調査」

※　昭和60～平成2年、平成2～7年は5年平均、平成7～14年は7年平均 
※　民間企業資本ストック（内閣府）及びSNAの遡及的な改訂等により、昭和60～平成2年及び平成2～7年平均の経済成長率及び各生産要素の寄与度は、平
成15年版情報通信白書と数値が異なる 
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図表① 我が国の経済成長率への各生産性要素の寄与度の推移
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2 情報化投資の経済波及効果

我が国における情報化投資は、企業が設備投資を抑

制する中、平成9年以降、一貫して増加を続けていた

が、平成14年には減少し、19.5兆円となっている。情

報化投資は、パソコン、携帯電話等の情報通信機器の

生産を拡大させるとともに、それらを利用した情報通

信サービスへの需要を高めるなど、情報通信産業の活

性化に大きく寄与する。また、情報化投資の増加は、

情報通信産業における生産やサービスの提供にあたっ

て必要となる部品生産を拡大させるなど、情報通信産

業以外の産業にも大きな経済的影響を及ぼす。

そこで、情報化投資の我が国経済への波及効果の推

計（注2）を行った。平成14年における情報化投資が各産

業に及ぼした生産誘発額は29.5兆円、雇用者数は約127

万人となり、情報化投資は各産業の生産や雇用を大き

く増加させている（図表②、③）。

平成16年版　情報通信白書

（注2）「平成7年産業連関表」（総務省）を基に、平成7年基準に基づき延長推計した「平成14年情報通信産業連関表」を用いて推計

情報化投資総額（19兆5,245億円） 各産業に及ぼす生産誘発額（29兆4,812億円） 

無線電気通信機器 
3兆3,053億円 

有線電気通信機器 
1兆1,467億円 

電子計算機・ 
同付属装置 
7兆3,131億円 

ソフトウェア 
（コンピュータ用） 
7兆7,594億円 

その他 
（1兆2,512億円） 

運輸 
（4,699億円） 金融・保険 

（7,292億円） 

商業 
（2兆2,424億円） 

サービス 
（2兆4,065億円） 

製造業（除く情報通信産業） 
（3兆7,389億円） 

情報通信産業 
（18兆6,431億円） 

図表② 情報化投資の経済波及効果（平成14年）

図表②、③　（出典）「ITの経済分析に関する調査」

投資対象 投資額（百万円） 
（購入者価格） 生産誘発額（百万円） GDP誘発額（百万円） 雇用者数（人） 

ソフトウェア（コンピュータ用） 

電子計算機・同付属装置 

有線電気通信機器 

無線電気通信機器 

合　　計 

7,759,425  

7,313,131  

1,146,666  

3,305,271  

19,524,494 

13,446,314  

8,625,204  

1,810,924  

5,598,754  

29,481,196 

7,062,897  

3,874,231  

817,441  

2,863,122  

14,617,691 

719,037  

301,019  

77,308  

171,082  

1,268,445 

図表③ 情報化投資の投資対象別の経済波及効果の内訳（平成14年）
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5 情報化投資等の動向及び情報通信のマクロ経済への寄与
（3）情報通信産業の経済成長への寄与
情報通信産業は、平成14年経済成長率を0.23％引き下げ

1 情報通信産業の経済成長への寄与

我が国では、バブル経済の崩壊以降、経済成長の伸

びは鈍化しており、平成7年から14年の年平均経済成

長率は1.01％と低水準であった。我が国の経済成長に

対する情報通信産業の寄与度を推計したところ、情報

通信産業は平成7年以降13年まで一貫して、我が国の

経済成長を押し上げていたが、平成14年において減少

となった。

平成14年においては、経済成長率－0.35％に対する、

情報通信産業の成長による寄与度は－0.23％となって

いる（図表①）。また、経済成長率に対する各産業の寄

与度を比べると、情報通信産業は建設業と並んで経済

成長率を引き下げる要因となった（図表②）。

平成16年版　情報通信白書
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図表① 我が国における経済成長率の産業別要因分解

図表①、②　（出典）「ITの経済分析に関する調査」
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図表② 各産業の経済成長率に対する寄与度（平成14年）
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通信・放送産業の平成15年度設備投資計画額は対前年度比2.7％減少

平成14年度における通信・放送産業の設備投資実績

額は2兆7,207億円（対前年度比15.6％減）と減少して

いる。また、平成15年度の設備投資計画額も2兆6,477

億円（同2.7％減）と減少している（図表①）。

通信・放送産業の平成15年度設備投資計画額につい

て事業別にみると、電気通信事業が2兆3,183億円（対

前年度比4.0％減）、放送事業が3,294億円（同7.6％増）

となっている（図表②）。

平成16年版　情報通信白書

総務省「通信産業実態調査（設備投資調査）」、内閣府経済社会総合研究所「法人企業動向調査」により作成

※　平成15年度の設備投資額は、調査時点（平成15年10月）における計画額 
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図表② 通信・放送産業の設備投資額の内訳
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ITベンチャーの創業・成長を促進するための環境整備については、3-4-1(P.234)参照

7 情報通信ベンチャー

情報通信分野の大学等発ベンチャーの比率は引き続き最大

1 情報通信ベンチャー等の動向

情報通信分野における大学等発ベンチャー（注1）の数

は、平成14年には157社、平成15年（8月末まで）には

169社となっている。分野別にみると、情報通信分野

の企業は全大学等発ベンチャーの25.8％（対前年比2.0

ポイント減）となっている。若干比率が低下している

ものの、情報通信分野は大学等発ベンチャーにおいて

引き続き最も大きな比率を占めている（図表①）。

また、平成15年において、新興企業向け証券市場（注2）

に上場した情報通信関連企業（注3）は28社であり、これ

らの市場における全新規上場企業数の26.2％（対前年

比6.2ポイント減）となっている（図表②）。

平成16年版　情報通信白書

（注1）ここでいう大学等発ベンチャーとは、大学及び政府研究施設が技術移転、人材移転又は出資により、新技術・ビジネスモデルを基に設立した
企業を指す

（注2）ここではマザーズ、ナスダック、ヘラクレスを指す
（注3）株式市場の業種分類において、「情報・通信業」に分類されている企業。平成15年版情報通信白書とは定義が異なるため数字が異なる
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※　新たにアンケート調査を行ったため、平成15年版情報通信白書とは数字が異なる 
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国土交通省の調査によると、情報通信分野の中で、

ソフト系IT産業（注4）における事業所の開廃業率は、平

成15年3月～9月では開業率が13.4％、廃業率が13.7％

になっており、依然として活発な参入と撤退が続いて

いる（図表③）。

2 情報通信ベンチャーに対するベンチャーキャピ

タルの投資動向

情報通信ベンチャーの資金調達においては、新興企

業向けの証券市場やベンチャーキャピタルが重要な役

割を担っている。特に創業期の情報通信ベンチャーに

対しては、ベンチャーキャピタルからのリスクマネー

供給の充実が不可欠となっているが、我が国のベンチ

ャーキャピタル投資は他国と比較して低水準にとどま

っており、ベンチャーキャピタル投資に占めるIT分野

の割合も低くなっている（図表④）。なお、ベンチャー

キャピタルの新規投資先にIT関連企業（注5）が占める割

合は、平成14年10月から15年9月の1年間では36.0％と

なっている（図表⑤）。

平成16年版　情報通信白書

（出典）　国土交通省「ソフト系IT産業の実態調査（平成15年9月調査）」 

※　開廃業率は年率に換算して計算 
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8 国際貿易・投資

アジア諸国・地域のIT関連貿易額が拡大

1 日本のIT関連貿易額の動向

我が国の平成15年（2003年）におけるIT関連貿易

額（注）は、輸出が1,177億ドル（対前年比12.3％増）、輸

入が667億ドル（同11.9％増）である（図表①）。

日本への国・地域別のIT関連製品輸入額の推移で

は、2002年に中国からの輸入額が135.2億ドル（対前年

比29.0％増）となり、同年で123.7億ドル（同22.1％減）

の米国を抜いて日本のIT関連製品輸入元でトップとな

った（図表②）。

日本からの国・地域別のIT関連製品輸出額の推移で

も、2002年に中国への輸出額は101.6億ドル（対前年比

36.4％増）となり、同年におけるIT関連製品輸出額が

100.4億ドル（同12.5％増）の香港を抜いて日本のIT関

連製品の輸出先として第2位となった。なお、米国へ

の2002年におけるIT関連製品輸出額は259.7億ドル（対

前年比13.9％減）であり、2年連続で輸出額が減少して

いるものの、日本からのIT関連製品輸出先としてはト

ップである（図表③）。

平成16年版　情報通信白書
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器・検査機器の貿易額の合計を指す
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図表①～③　独立行政法人日本貿易振興会（JETRO）「貿易投資白書」、JETRO資料により作成 
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関連サイト：独立行政法人日本貿易振興会（JETRO）（http://www.jetro.go.jp/top-j/）
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2 世界のIT関連貿易額の動向

世界のIT関連貿易額は2002年において1兆808億ドル

（対前年比0.5％増）となっており、世界の総貿易額の

17.0％（対前年比0.6ポイント減）を占める（図表④）。

2002年における国別のIT関連貿易額をみると、日本

の輸出額は米国に次いで世界第2位となっている。

2002年において、日米欧の各国におけるIT関連貿易額

は対前年比で縮小する一方、日本以外のアジア各国・

地域におけるIT関連貿易額は増大している（図表⑤）。

3 国際的なIT関連投資の動向

平成14年度（2002年度）における通信業への対日投

資額は14.1億ドル（対前年度比78.7％減）であり、前

年度と比較して投資額・件数ともに減少した（図表⑥）。

また、世界全体のIT関連の国際的な企業買収・合併

（クロスボーダーM&A）額は、2002年には663億ドル

（対前年比66.5％減）である（図表⑦）。

平成16年版　情報通信白書

※　世界全体の貿易額は2003年7月時点の推計値。 
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図表④～⑦　独立行政法人日本貿易振興会（JETRO）「貿易投資白書」、JETRO資料により作成 
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図表⑥ 対日投資額・件数（通信業）の推移 図表⑦ 世界全体の国際IT関連企業買収・合併額の推移

関連サイト：独立行政法人日本貿易振興会（JETRO）（http://www.jetro.go.jp/top-j/）


